
上記研究会が，2013年２月22日に気象庁講堂で開催

されたので報告する．

2011年は台風第12号の豪雨により近畿地方を中心に

甚大な被害が発生し，2012年も４月３日に日本海で急

発達した低気圧，５月６日の関東地方を中心とした竜

巻など激しい現象が次々に起きた．予報技術の進歩に

より，大雨や激しい現象に対して，それなりの精度で

予測が可能になってきたが，予測上の進歩はあって

も，予測された激しい現象がいかに危険なのか，利用

する人たちに正しく伝わり，避難行動に結びつかなけ

れば意味がない．このため，本研究会では，気象災害

における情報伝達はいかにあるべきか，情報の内容や

伝達手段等を作成する立場，解説する立場，情報を利

用する立場それぞれから，その課題について検討を

行った．

研究会では山本孝二氏から特別講演として「極端現

象時の防災情報とは」を受け，その後，防災情報作成

の立場から気象庁予報部・観測部，情報を伝える立場

から気象キャスター，大学，情報を利用する立場から

東京都，元教師による計７題の発表があった．各発表

者は，自らの立場から率直な発表を行い，会場からの

質問も含め，かみ合った議論ができた．なお，研究会

には気象予報士，民間気象会社，大学，民間航空，防

衛省，気象庁の関係者ら約100人が参加した．
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［特別講演］

「極端現象時の防災情報とは」

山本孝二((株)ハレックス相談役，元 気象庁長官)

１．はじめに

我が国は，豊かな自然に恵まれている一方で，国土

の７割を山地・丘陵地が占め急峻な地形と脆弱な地質

を有し，地震や火山活動も活発である上に台風や豪雨

等に見舞われやすい厳しい自然条件下におかれてい

る．このため，気象に起因する洪水，土石流，地すべ

り，がけ崩れ等の自然災害が，毎年のように全国各地

で発生している．さらに近年は，ゲリラ豪雨や竜巻，

ダウンバーストの発生等気象災害に伴う人命の損失，

家屋等の被災が増加する傾向になりつつある．

自然災害の防止・軽減は，有史以来，日本社会の大

きな課題であり，この自然災害を克服する英知（技術

及び精神力）を培って日本社会の発展を築き上げてき

た．我が国は，今，高度に発展した社会に成熟してい

るが，これからの社会のキーワードとして大切なもの

の中の一つとして，「安心」，「安全」の確保があげら

れる．社会の安心安全を乱す要因となるものには，社

会に対して「衝撃的な」外力をもたらす，テロや，大

事故，パンデミックス等と並んで，我が国の場合には

自然災害がある．安全の確保という観点からは，自然

災害の未然防止をいかに図るかが今後とも重要な課題

であると考えられる．

２．自然現象や社会環境の変化に伴って高まる災害

リスク

近年，地球温暖化に伴う気候変動の影響と考えられ

る激甚な災害が頻発しており，今後，地球温暖化に伴

う気候変動の影響により，熱帯低気圧（台風やハリ

ケーン等）の強度が増大するとともに，大雨の頻度も

引き続き増加する可能性が高く，洪水などによる被害

の増大が予測されている．

2.1 極端現象の顕在化

気象庁のアメダス観測地点1,000地点当たりの一日

200mm以上の大雨の発生回数について，気象庁発表
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のアメダス統計資料の解析を行ったが，その結果によ

れば，最近の30年間の平均回数の変化を10年ごとに見

れば，それぞれ123回，149回，178回と増加傾向に

なっているとも考えられる．

また，時間雨量50mm以上の出現回数も同様の傾

向となっている．

このように，短時間強雨の発生回数が増加傾向にあ

ることは確かである．

短時間強雨の増加や都市化に伴う雨水の不浸透化に

より，下水道や河川の排水施設規模を上回る大量の雨

水が都市の低地部に流れ込み，内水氾濫による被害が

発生し，中小河川での急な増水による水難事故も発生

している．

2.2 IPCC報告書で提起された極端現象の顕在化

と災害リスクについて

異常気象とは，数十年に１回程度の気象現象，ある

いは，人が一生の間にまれにしか経験しない現象（気

象庁の異常気象の定義）ということが出来る．

しかし，近年，我が国では，「観測史上初めて」と

いった気象現象が頻発する傾向となっており，IPCC

では「極端現象」に関しては，異常気象と同じような

30年に１回以下のかなりまれな現象に加え，例えば，

日降水量が100mmの大雨等の現象も含んで定義され

ている．

2012年３月に発表された IPCC極端現象特別報告書

では，将来の極端現象及び災害リスク管理に関し，次

のような指摘が行われている．

・猛暑と熱波の増加

地球温暖化の進行に伴い，今後とも猛暑や熱波の発

生がより頻繁になり，強度も増し，長期化する可能性

が非常に高いと予測されている．

北半球のほとんどの地域で「20年に一度起こるよう

な猛暑」が21世紀末には，「２年に一度の割合」で起

こる可能性が高いと予測されており，日本付近も同じ

予測となっている．

・豪雨の増加

地域差はあるものの，豪雨が増加する傾向になって

いると予測されており，「20年に一度の最大日降水量」

が，21世紀末には，「５年に一度，15年に一度」と頻

発する可能性が高いと予測されている．

・台風の強大化

熱帯低気圧（台風）の発生率は，減少するか横ばい

であるが，最大風速は増すと予測されている．

・干ばつの長期化

いくつかの地域では，降雨が減少し蒸発散量が増加

することにより，干ばつの長期化と強化が予測されて

いる．

・高潮の増加

平均海面水位の上昇により，沿岸域では高潮の増加

が予測されている．

なお，竜巻，雹，雷といった小規模な現象に関する

傾向については，現時点では，何らかの傾向が存在す

るかどうかを判断できる十分な根拠が無いと評価され

ている．

2.3 国民の災害リスクの変化についての意識調査

について

内閣府が実施した，災害リスクに関する意識調査の

結果では，災害リスクの変化についての認識として，

「高まっている」「どちらかというと高まっている」の

合計は62％となったのに対し，将来の災害リスクの変

化について「高まると思う」「どちらかというと高ま

ると思う」の合計は，更に高い76％となった．災害リ

スクが高まっていると思う理由（複数回答）は，「近

年の異常気象の頻繁化」を根拠に挙げる回答が80％と

最も高いものであった．

意識調査においては，約６割の人が最近の災害リス

クの高まりを認識しており，約75％の人が将来の災害

リスクは高まると考えているが，意識はあるものの具

体的な行動には結びついていない「正常化の偏見」と

いう実態も明らかになった．

自然環境の変化や都市化が進んでいる中では，自分

が住む地域にどのような災害リスクがあるのかを正し

く認識することが重要である．また，ハザードマップ

などにより危険な場所を認識し，適切な災害情報への

アクセスを行い，災害発生時の状況に応じて適切な判

断，行動をとることも重要である．

３．大規模水害に対する水防力の強化の必要性

IPCCの指摘する異常気象が発生するとした場合，

我が国では，大型台風（伊勢湾台風を超えるスーパー

台風）の襲来や，局地的な大雨（ゲリラ豪雨）の増加

が懸念され，大規模な浸水被害等これまでの計画規模

を超える大規模な浸水被害が発生する恐れがある．即

ち，これまで実施してきている河川堤防や下水道の施

設整備だけでは防御できない水災害が発生する事態に

なることも想定され，「被害を最小限にとどめるため

の準備」を今から検討しておく必要がある．

巨大な台風による広域的な浸水被害の発生の事例と
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して，我が国では，1947年のカスリーン台風の襲来に

よる利根川の破堤（死者・行方不明者：1,930名），

1959年の伊勢湾台風の襲来による大規模洪水・高潮災

害（死者：4697名，行方不明者：401名，家屋被害：

833,966棟）が挙げられる．また，海外では，2006年

に米国ルイジアナ州，ミシシッピィ州を襲ったハリ

ケーン・カトリーナによる甚大な洪水，高潮災害が挙

げられる．

国土交通省中部地方整備局を中心とした検討部会

（東海ネーデルランド・洪水地域協議会）が行った，

名古屋市を中心とした東海地域のゼロメートル地帯に

おける高潮・洪水に伴う浸水想定の結果は次のように

なっている．伊勢湾台風を超えるスーパー伊勢湾台風

（中心気圧910hPa）が伊勢湾台風と同じコースで東

海地域を襲い，高潮と大規模洪水が同時に発生した場

合には，浸水領域は，名古屋市の大部分および岐阜県

南部にのぼり，最大浸水深度は４mにも達すると想

定されており，広域にわたって大規模水害が発生する

と予測されている．

４．気象災害防止のためのキーポイントは気象予測

技術の発展

大規模水害への対応や短時間強雨災害への対応に

は，これらの現象を正確に把握し，適切な予測情報の

提供が不可欠である．即ち，「いつ」，「どこで」，「ど

のような現象が発生し」，「それが今後どのように進行

するか（発達・衰退等）の予測を行い」，災害対応へ

のリードタイムも考慮した情報の提供が重要である．

自然災害の発生時及び災害応急復旧対応等のどのス

テージにおいても「情報」の果たす役割は大きい．災

害が発生する事前対応のステージにおいては，情報の

持つ「意味」についての理解を得るための活動が必要

で，気象庁や気象予報士会，気象学会等が行っている

「出前講座」のような普及・啓発活動が重要である．

災害応急復旧段階及び復興時においては，普及・復興

活動を支援するための気象情報（安全な施工管理等）

の提供が重要となる．

災害の未然防止及び減災の観点からは，気象情報の

提供の在り方に関して，一定のリードタイムを持っ

て，気象現象が，「いつ」，「どこに」，「どの程度」，

「どのくらいの継続があるか」の情報の提供が望まれ

るのである．

予報の精度に関しては，数値予報モデルの高度化

や，観測システムの整備の進展等によって確実に向上

してきている．即ち，台風情報等，一定規模のスケー

ルを持った気象現象に関しては，予報精度の改善は著

しいものがあるが，残念ながら，ゲリラ豪雨や竜巻等

の中小規模の現象に関しては，技術的に多くの課題が

あるとされており，また，現象の出現を予測したとし

ても，リードタイムの確保が困難なケースや，ピンポ

イントの場所・地域の特定が可能な状況となっている

とは言えず，見逃し・空振りになる場合を最小とする

ための，この領域における予測技術の高度化を図るこ

とが必要となっている．また，予測技術の高度化を図

ることと合わせて，忘れてならない課題として，避難

指示・避難勧告を行うための技術基準の確立が挙げら

れる．

５．近年の気象災害の特徴

国土交通省河川局の水害対策に関する資料によれ

ば，最近の集中豪雨等に伴う水害に関して，いくつか

の特徴が挙げられる．

（１）ピンポイントの局所的な豪雨が多発

近年は，いわゆるゲリラ豪雨と称される短時間強雨

が増加する傾向が顕著になってきている．この局所的

な強雨に伴い，流域面積の比較的小さな中小河川の流

量が急増し，急激な水位の上昇に伴う洪水が発生し，

住民の避難行動等の対応の遅れに伴う被害が増大して

いる．

（２）国土の水害に対する脆弱性

日本の国土は，急峻な土地が約７割を占めており，

崩れやすい脆弱な地質，火山灰・花崗岩の風化地帯，

断層破砕帯が各地に散在しており，土砂災害が多発し

やすい国土形成となっている．近年，都市近郊に近接

した急峻地の開発が急速に進んだため，市街地にも，

がけ崩れ，地滑り，土石流等の土砂災害が毎年のよう

に発生しているのが特徴的である．

（３）都市型水害の顕在化

日本の居住住宅の多くは，洪水時の河川水位より低

地に位置しており，一般的には河川に沿って「高い」

堤防が構築されている．従って，万が一，堤防が決壊

すれば，洪水被害が大きくなる可能性が高くなってい

る．

東京をはじめとする大都市を中心に1950年代後半か

ら急激に都市化が進展し，河川流域の保水能力や遊水

能力が低下している．都市部においては，雨水は地面

に吸収されること無く排水に頼らざるを得ない状況と

なっており，市街地における洪水の危険が顕在化して

第10回天気予報研究会の報告 751

2013年９月 45



いる．

（４）高齢化社会と地域社会の希薄化

我が国は，急速な少子化が進行しているが，その一

方で高齢者が増加し，いわゆる災害弱者の増加が社会

的な課題となっている．2004年の新潟・福島豪雨，福

井豪雨の際の死亡者の85％が65歳以上の高齢者であっ

た．高齢者や災害弱者の場合，情報の入手に対するハ

ンディキャップもあり，避難にも時間を要するため，

効果的な情報の伝達および地域の支援体制の整備が必

要である．

６．気象災害の発生時におけるその他の課題

近年，時間雨量が100mmを超す短時間強雨による

大雨被害が頻発している．局地的な大雨に伴う被害リ

スクが増大しているのが，近年の水災の特徴の一つで

ある．我が国の社会経済の発展に伴い，浸水しやすい

地域での都市化が進展し，都市部においては，地下空

間の拡大，道路等の立体交差に伴うアンダーパス領域

が拡大している．局地的なゲリラ豪雨等の記録的な大

雨は，これまでに整備してきた下水道の排水規模を超

えた規模になっており，都市部における内水浸水のリ

スクが顕著になってきている．我が国における地下街

の数および地下街の延べ床面積は確実に増加傾向を示

している．

1947年当時は降水の約50％が地面に浸透したり排水

され，残りの50％が表面に流出していたが，開発が進

んだ1988年段階では，地面に浸透したり排水される量

は約25％，表面流出が約75％となっている．都市の道

路のアスファルト化やコンクリート化によって，降水

の地面への浸透量が減少している．このため，下水道

等の排水施設の整備が，都市の内水被害を防ぐ上でま

すます重要となっているのであるが，近年のゲリラ豪

雨は，この排水機能を上回る降水となっているので，

これへの適切な対処方策が大切である．

７．防災気象情報の利用状況について

気象庁では，東日本大震災以前の，防災気象情報の

利用状況について，全国の自治体，ライフライン関係

機関，報道機関および住民を対象に調査を行い，その

結果を，2011年５月に公表した．この調査結果は，防

災気象情報の社会における課題を見る上で貴重な資料

である．以下にこの調査結果を紹介する．

（１）市町村における気象警報・注意報の入手方法

市町村は，災害対策基本法に基づき，県（知事）か

ら提供・配信される気象警報・注意報等防災情報を受

領し防災対策に当たることとされている．

市町村における気象警報・注意報の入手手段の調査

結果を以下に示す．

・都道府県からのFAXを主要ルート（70.6％）

・都道府県からのメールを主要ルート（44.4％）

・都道府県の防災システムとの接続を主要ルート

（58.9％）

・気象庁の防災情報提供システムを主要ルート

（44.6％）

・民間気象会社の情報を使用（20数％）

FAX/メール以外の IT化されたシステムからの情

報共有は，半数程度にとどまっていることがわかる．

（２）避難勧告等の発令を総合的に判断する際に参考

とする情報について

大雨・洪水等の気象情報，土砂災害警戒情報，雨量

の実況および今後の見通し，水位の実況および今後の

見通し，記録的な短時間大雨等の情報に加え，住民・

消防団からの被害や異常(土砂災害の前兆現象等)の通

報，民間気象会社からの情報(助言を含む)等の情報

が，避難勧告等の発令の際の判断材料の参考になって

いる．

（３）防災体制および本部設置判断基準並びに避難勧

告等の発令のための判断基準への防災気象情報

の利用について

都道府県および市町村では，災害対策本部の設置や

職員参集のための判断材料として，地域防災計画に基

づき参集等の基準を定めている．以下の段階におい

て，防災情報を参集等の基準に利用している．

・自宅待機等職員参集に至らない段階

・防災担当職員など最小限の職員参集を行う段階

・最大級の職員参集とする段階(災害対策本部の設置)

これらの判断材料として，大雨・洪水注警報や土砂

災害警戒情報等が利用されているが，約半数の市町村

においては，判断材料として「気象等の情報がどの様

な状況になったら判断するか」という具体的な基準を

設けていない状況である．また，避難勧告等の発令の

ための判断基準に関しては，避難準備情報発令を含

め，避難勧告や避難指示の判断材料として，気象情報

等の具体的な利用の基準を定めている市町村は，３

～４割にとどまっている．地域防災計画においても具

体的な気象等の情報の判断材料としての活用を定めて

いない市町村は，４～５割に上っている．

（４）避難勧告等の判断のために防災気象情報の改善
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に関する期待

風水害の場合，大雨の可能性が出てきた時点から実

際に大雨となり，さらに災害が発生するような事態に

至るまで，事態が段階的に推移することが多い．

市町村が，避難勧告等をより適切なタイミングで，

適当な地域に発令するために「避難勧告等に踏み切る

かどうかを判断するために，より正確な３－６時間程

度先までの雨量の推移に関する予測情報」や「各種防

災情報が表わす危険度の違いを分かりやすくするこ

と」等の要望があるほか，「地域の細分化・特定化」，

「情報の中で，避難勧告等の検討を行う必要性がある

かどうかの付加情報」，「警報発表時等における情報の

解説」，「平常時における出前講座の充実」等といった

要望事項が出されている．

８．おわりに

自然災害の防止・軽減への対策の強化が，国・自治

体・国民にとって重要な課題となっている．地球温暖

化の進行に伴う異常気象（極端現象）の頻発の懸念が

増大しており，極端現象による災害は，これまでは異

なった様態となる可能性が高い．従って，これまでの

災害対応指針の見直しが必要になる．このため，極端

現象に関する科学的知見に関する情報の発信と啓発活

動の強化が求められる．

また，被災対象住民に対するピンポイント的な情報

を，被災の影響を受けない住民と差別化して，どのよ

うに，的確に送るか？といった課題がある．

災害の未然防止・軽減を図るためには，防災気象情

報の精度向上を図ることは，最も重要であり，精度向

上に加え，リードタイムが十分に確保されることも重

要である．

気象学会，気象庁等関係機関の協力を深め，極端現

象に関する研究を推進するとともに「情報」をわかり

やすく，かつ，タイムリーな提供を行うことが出来る

社会の実現に期待する．

［講演］

１．見出しのみの短文で伝える気象情報の発表につ

いて

高橋賢一（気象庁予報部予報課)

紀伊半島を中心に甚大な被害をもたらした2011年の

台風第12号による大雨に際して，各地の気象台は警報

等を発表するとともに，気象情報の中で“総雨量は

1,000ミリを超えた”，“総雨量は平年の９月１か月間

のおよそ２倍の雨量となっている”等の表現を用いて

最大級の警戒を呼びかけた．しかし，事後の聞き取り

調査によると，このような表現では気象台の持つ危機

感が防災機関に十分には伝わらないという課題が明ら

かになった．気象庁では，この課題に対して中長期的

な防災気象情報の見直しを進めるとともに，ただちに

実施できる改善として，2012年６月27日より警報等で

警戒を呼びかける中で，さらに降り続く大雨により重

大な災害が差し迫っている場合に一層の警戒を呼びか

けるため，「見出しのみの短文で伝える気象情報」の

発表を開始した．

この「見出しのみの短文で伝える気象情報」は，気

象台の持つ危機感を理解しやすい言葉を用いて短い文

章で伝えるため，記述する内容は以下の通りとし，数

値などを極力用いずに危機感を訴える文章で情報を作

成することにした．

１：過去の重大な災害事例の引用

２：重大な災害をもたらす気象に関する短い解説

３：記録的な大雨の発生を記述

４：住民の避難等への留意に係る記述

この情報の運用を始めた直後に発生した平成24年７

月九州北部豪雨における「見出しのみの短文で伝える

気象情報」の例を以下に挙げる．

記録的な大雨に関する九州北部地方（山口県を含

む）気象情報 第４号

平成24年７月12日06時45分 福岡管区気象台発表

（見出し）

熊本県の熊本地方と阿蘇地方，大分県の中部と西

部を中心に，これまでに経験したことのないような

大雨になっています．この地域の方は厳重に警戒し

てください．

（本文）

なし．

この情報については“これまでに経験したことのな

いような大雨”という表現とともに報道でも大きく取

り上げられ，広く住民に伝えられた．その結果，“簡

潔な表現でわかりやすい”という評価がある一方，

“具体的な内容が書かれていないので，何を伝えたい

のかわからない”等の意見も寄せられている．気象庁

では，市町村や住民における情報の受け止め方や活用

状況も踏まえて，どのような表現や内容であれば防災

機関の対応や住民の避難行動により効果的に寄与する
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か，今後も検討を続けていく．

２．局地モデルの高度化について

松林健吾（気象庁予報部数値予報課)

気象庁では飛行場予報と防災情報作成支援の高度化

に資することを目的に，水平格子間隔２kmの局地モ

デル（以下，LFM）とその初期値作成のための局地

解析を開発している．2012年６月のスーパーコン

ピューターシステムの更新に伴い，2012年８月30日か

ら東日本領域を対象として１日８回３時間毎，９時間

予報の運用を開始した．

LFM には，従来の全球モデル（水平格子間隔約20

km）やメソモデル（水平格子間隔５km，以下

MSM）と比べて以下のような利点がある．まず，水

平格子間隔が２kmとなることで，局地的な豪雨など

時空間スケールの小さい現象を表現することが可能と

なる．そして，モデル内の地形が実際の地形に近づく

ことで，地形がトリガーとなるような現象の表現性の

向上が期待される．さらに，これまでは同化すること

が困難だったAMeDASのような局地性の強い観測

データが利用可能となり，地表付近のより詳細な情報

を初期値に反映できる．また，できるだけ短い時間で

精度の高い解析・予報を行えるようなシステム設定を

選択することで，最新の観測データを取り込んだ初期

値をもとにした予報資料を，リアルタイムに作成・提

供することが可能となっている．

実際の例として，平成24年７月九州北部豪雨を対象

としたLFM の予報結果をMSM と比較すると，

LFM では降水のピーク値や分布がMSM より実況に

近くなっており，高解像度化による降水の表現性の向

上が確認できる結果が得られた．

気象庁では2013年度出水期までにLFM の１日24回

１時間毎への高頻度化及び日本全体を覆う領域への拡

張を予定しており，現在それに向けた準備を進めてい

るところである．

３．気象庁における降水監視・予測の精度向上の取

り組み

平原 淳（気象庁観測部観測課，

現気象庁総務部企画課)

2008年夏，都賀川（神戸市）の親水公園や雑司が谷

（豊島区）の下水道工事現場において急な増水で人が

流される等，急発達した積乱雲による大雨災害が相次

いだ．このような状況に対し，気象庁では，局地的大

雨への対応を含む防災気象情報の活用について一層の

周知・広報を行うと共に，気象実況の監視強化や予測

技術の向上に努めてきた．

気象レーダー観測については，時々刻々と変わる雨

の状況をきめ細かく捉えることを目的に，2009年７月

にレーダー観測の間隔をそれまでの10分から５分へ高

頻度化した．降水ナウキャストについても，2011年３

月に５分化を実施し，その際，レーダー観測の結果か

ら降水域の移動ベクトルを算出するなどの改良を施し

た．その後も，地形性降水や盛衰予測の効果を取り入

れるなど精度向上を図っている（木川 2012；宮城ほ

か 2013）．

今後は，2013年３月に全20サイトのドップラー化が

完了し，全国的にエコー強度並びにドップラー速度を

３次元的に観測する体制が整うことになる．ドップ

ラー速度の観測データは，突風や竜巻等の監視・予測

に有効なメソサイクロンの検出に活用されるととも

に，数値予報のデータ同化にも利用されており，降水

予測精度の向上が期待される．

また，2013年度にはレーダー観測の水平解像度を現

在の１kmから250mへ高解像度化するためのデータ

処理機器の更新を行うとともに，国土交通省Xバン

ドレーダーも利用して，より高精度な降水ナウキャス

トの開発を進める計画である．これら高解像度化にあ

たっては，データ量が大幅に増加することから，適切

なデータ形式やユーザーへの提供方法を検討しつつ開

発を進めていく．

参 考 文 献

木川誠一郎，2012：降水ナウキャストの改善．平成23年度

予報技術研修テキスト，気象庁予報部，40-58．

宮城仁史，入口武史，佐藤大輔，熊谷小緒里，白石 瞬，

木川誠一郎：解析雨量・降水短時間予報・降水ナウキャ

ストの改善．平成24年度予報技術研修テキスト，気象庁

予報部，102-115．

４．気象情報の提供や天気予報の方法に関する一考

察（まとめ）

道本光一郎（前防衛大学校，

現ウェザー・サービス（株）），

岩田将基（航空自衛隊），

鈴木智幸（防衛省技術研究本部）

4.1 はじめに

2011年２月，第８回天気予報研究会では，「豪雨や
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雷雨予測のための試み」を報告した．続いて同年の気

象学会秋季大会では，「気象情報の提供タイミング」

について報告した．さらに2012年の気象学会春季大会

では，「気象情報を適時適切に利活用するための方法」

と題して報告した．その後，同年の気象学会秋季大会

では，同じくその具体例について報告した．

今回は，さらに具体的な「気象情報の活用」と「天

気予報の方法」について話題を提供する．

4.2 議論のポイント

本報告における論点は，「気象情報の提供の方法と

手段」と「天気予報の方法（時間的な考察）」の二つ

である．

4.3 問題の所在はどこか？

先ず，予報を発出する側の意識としては，発出した

予報が，「どのように活用されているか？」という視

点が重要である．翻って，情報や予報を利用する運用

者等の資質については，「予備知識や素養などに大き

な差があるユーザーの存在」ということが大きな問題

点である．さらに言えば，予報精度の向上について

は，「狼少年」にならないための不断の精度向上が必

要であることは言うまでもない．

4.4 考察

予報する側の立場からすれば，「発出した予測情報

等が，どのように利活用されているか？」ということ

を的確に把握することが肝要である．また，予報を使

用する側の立場からすれば，「エンドユーザーまでの

受け渡し過程に多くの改善点がある．」ということを，

国，自治体防災等関係者，中間利用者，国民などは，

それぞれのレベルに応じて感じているに違いない．

4.5 おわりに

数回にわたり議論してきたが，今後も，例えば「防

災気象情報」などを提供する場合には，発表する側の

精度向上への真摯な努力は，もちろん必要であるが，

同時に，受け手となる国民（住民）の主体的な姿勢も

不可欠であろう．

ハザードマップの作成や災害等へ備えるための事前

教育，防災訓練の実施など，国民の側への普及教育等

の積極的な実施を通しての，防災意識の醸成なくし

て，国民に対しての真の安心安全の確保とはならない

のではないかと思われる．関係各位のもう一段の努力

が必要であろうと思う．

５．気象情報の伝達

南 利幸（(株）南気象予報士事務所)

テレビにおける気象情報は，天気図，雲画像，気象

レーダーなどで実況を説明し，分布予報やGPV

（Grid Point Value，格子点値）などで今後の予想を

解説している．最近は画面のメニューは増え，精度も

上がり，気象情報は以前と比較すると格段に分かりや

すくなっていると考えられる．災害が予想される場合

は，普段の気象情報に加え，全般気象情報や地方気象

情報を抜粋したもの（例えば総雨量や時間雨量の予

想）を画面にして，注意警戒を促している．また，声

のトーンを変える，ゆっくりしゃべる，間をあけるな

ど，伝え方を変えることにより，事の重大さを理解し

ていただこうと努力している．

しかし，果たしてどの程度伝わっているのであろう

か？個人的な講演会などで，降水量の単位「ミリは？」

と言う問いに対して，「ml（ミリリットル）である」

と７割程度の人が答えるのである．私たちが思ってい

るほど気象の基礎的な知識は一般的に普及していな

い．そのことを念頭に置き，災害の発生が予想される

時には，時間雨量と予想される現象，最大風速と起こ

りうる現象，土砂災害の発生のメカニズムなど，注意

すべき点を補足する情報（学習型の気象情報）を付け

加えることが必要だと考えている．

伝える側は様々な努力をしているが，それでも情報

が避難行動に結びついていないのではないだろうか？

テレビは一方通行の情報であり，自らが欲して得る情

報でもない．災害発生時には停電になっていることも

多く，いざと言うときに役に立たない情報源である．

災害発生までにすべてを伝えないといけないメディア

であるとも言える．

避難行動は，自己の判断に任される．行動を起こす

ためには経験が必要であるが，最近は過去の経験には

無い現象が起きている．火事や地震津波などの防災訓

練は，学校教育の現場などで行われているが，大雨や

洪水に関する訓練はほとんどの所で行われていない

（警報が出ると，休校になるからだと考えられる）．つ

まり大雨や洪水に関する学習経験がない．基礎知識が

ないと，情報は伝わらないと考えるのが妥当ではない

だろうか．これだけ気象災害が頻発している国であ

る．子供のころからの学習を充実させ，体験型の学習

（降雨体験，洪水体験）などの経験が必要であろう．

知識のボトムアップが，気象情報のより良い理解につ

ながり，避難行動に直結させる方法ではないだろうか．
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６．音声だけで生命と財産を守るには

伊藤みゆき（NHKラジオ気象キャスター)

私たちが伝える「気象の予報・情報」には，大雨・

強風・雷などの『気象現象による災害の予防と拡大防

止』の意味があり，NHK自体も業務を通じて防災に

協力しています．

私は，NHKラジオで早朝番組の気象情報を担当し

ています．ラジオという媒体はテレビやインターネッ

トで情報をとれない状況で利用されることが多く，ま

た早朝の時間帯は高齢の方が聴いている割合も高く，

「情報・災害弱者」を意識する必要があります．私は

「全国各地，まだ暗い部屋で一人でラジオを聴いてい

るおばあちゃん」に向かって話すようにしています．

近年，気象庁の発信する情報や予報はきめ細やかに

なり，解説をする上では非常に助けられています．た

だ，その情報は「視覚」に訴えるものがほとんどで

す．「今，目の前にあるレーダー画面を音声だけで表

現するにはどうしたらいいか？」など，毎回悩みま

す．

テレビなら，①レーダー画面，②ポイントなどを文

字表記，③矢印や囲みで注目点や動向を示唆，④音声

での解説，⑤荒天時の動画と，一目瞭然で情報を発信

できます．一枚の画面で10秒以内に全国の天気を示せ

るのです．ただ，情報発信に関わる人員はラジオ以上

に多く必要になります．

一方でラジオは，マイクをオンにすれば情報が発信

できます．少人数で即時性があるのです．また，人の

声が人の耳に伝わる安心感も与えられます．「自分に

直接話しかけてくれる」ように感じ，情報がダイレク

トに伝わります．東日本大震災の翌週の放送では「い

つもの伊藤さんの声で，普通の天気予報が流れてきた

だけでも安心した」との声が届きました．震災以降ラ

ジオが改めて見直されています．その分，情報の伝え

手も一層，心を配らなければなりません．

災害時，伝え手が動揺していたら安心ではなく不安

まで届けてしまいます．どんなに知識があっても，相

手を思いやるしっかりとした話し方がなければ，その

情報は伝わりません．また，文章の構成も①結論や最

優先事項（地域）などを先に，②文章は短く，③各地

なるべくくまなく…などラジオ用に検討しなければな

りません．

限られた時間で短時間に正確に情報を伝えるために

は「合言葉」的な表現が効果的だと思います．例え

ば，週間予報の信頼度をラジオで繰り返し説明してい

るうちに「土曜日は晴れですが，信頼度はCです」

で「天気の回復が遅れて，曇りや雨のままかもしれま

せん」という言葉が省略できるようになりました．雷

注意報も，発雷の範囲が狭い時と激しい現象や竜巻の

恐れがある時などで表現を変えて「レベル３の雷注意

報」「●●県北部はレベル５に上がりました」などと

できれば，情報に付随する注意事項を省けて，ダイレ

クトに伝わるようになるかもしれません．

また，東京から情報を発信すると全国には「東京と

の差」に違和感を覚える方も多いです．差を埋めるべ

く，体感的な表現は現地に電話取材したり，自分で出

かけた感覚や季節の移ろい便りなども積極的に紹介し

ています．日頃から親しみや聴習慣を持ってもらうこ

とで，「荒天時」への説得力や安心感につながるよう

にしています．

災害発生時，多くの人が頼りにするラジオの情報も

専門的に伝え方や表現などを検討していく必要がある

ように感じます．この発表が現在の限界や課題を考え

るきっかけになれば幸いです．

７．地方公共団体の防災気象情報の活用方法につい

て

金森史郎（東京都建設局)

官公庁における防災組織としては，大きく内閣府防

災担当や総務省消防庁のラインである防災主管部と，

国土交通省水管理・国土保全局のラインである土木主

管部に分けられる．地方自治体における防災主管部は

主に事務系職員で構成され，地震災害やテロ対策，帰

宅困難者対策などを担っている．一方，土木主管部は

主に技術系職員で構成され，河川のはん濫やアンダー

パスの浸水，土砂災害防止のためのインフラ整備等を

行っている．

東京都では，防災主管部である総務局総合防災部が

各区市町村に防災行政無線を展開している．過去には

国管理河川で指定河川洪水予報が発表されたときや，

防災訓練の際に都から各区市町村に情報を送付しても

防災主管部の職員が不在，あるいは防災行政無線の

FAXが執務室と違うフロアにあるなどで，区市町村

に伝達できないことがあった．

区市町村の防災担当の職員の多くは一般市民と同等

の防災知識しか持っていない．国などが発表する防災

情報を正しく国民一人ひとりに伝達するためには，情

報の伝え手である地方公務員が正しい知識を持つこと

が重要である．そのためには，気象庁や気象学会，民
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間の気象会社等が連携し，公務員に対して普及啓発を

図ることが必須であると考える．

８．学校現場における気象情報の利活用

藤井 聡（日本気象予報士会静岡支部)

学校では，気象情報が業務の上で重要である．それ

は，理科教材というだけでなく，気象防災と深く関わ

る．学校管理下における時間帯に，児童生徒が大雨洪

水や暴風による事故，または落雷事故に遭ってはなら

ない．その意味において気象情報は重要である．本講

演では，防災情報としての気象情報の扱いを予報士会

内で行ったアンケートを基に述べてみた．

最近起きた大雨や風水害として，九州北部豪雨

(2012年)や台風第15号(2011年)，台風第９号(2010年)

があるが，児童生徒が登校する時間帯に発生したにも

かかわらず事故は無かった．これらは近年，学校で気

象警報発表時のマニュアルが作成され，気象情報を活

用し実施されたことの成果である．該当の警報発表時

は自宅待機などの措置をする学校がほとんどである

が，警報発表の時刻と児童生徒の登下校時が重なると

きの判断が難しく，リードタイムを長く取りたいとい

う意見もあった．また，気象予報士が気象情報を活用

し気象災害に早めの対応が可能になっている学校もあ

る．

一方，落雷事故事例は1996年以降13件と依然として

起きており，１名死亡62名負傷者が出ている．時間帯

では部活動中に７件と多く，体育祭や行事では一度に

数人の負傷者が出ている．アンケートによると，マ

ニュアルや取り決めのある学校は少なく，雷が激しく

なってから対応をする場合が多いようである．しか

し，落雷は雷鳴が聞こえ始めたらいつでも起こる可能

性はあるので，落雷事故に対する安全認識を高める必

要があると考える．気象予報士が落雷への注意や行事

の実施などその都度助言を求められ，ナウキャスト等

のデータを基に判断しほぼ助言通り対応している学校

もある．今後，研修会などを設けてナウキャストの見

かたを伝え，各学校で活用できるようにしたい．
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先進的な研究テー

ンター・サイエンスキャンプ’13-’14 参加者募集

会場として，第一線で活躍する

研究者・技術者から本格的な講義・実験・実習を受け

ること

マに取り組んでいる日本各地の大

学，公的研究機関等を

す．分野は，ライフサイエンス，環境，ナ

ノテクノロジー・材料，エネルギー，製造技術，素粒

子物理学，地球科学等です．募集要項・参加申込書

は，Webより入手して下さい．

応募資格：高等学校，中等教育学校後期課程（４～６

学

ができる，高校生のための科学技術体験合宿プ

ログラムで

参加費：2,000円（食費の一部に充当．自宅と会場間

の往復交通費は自己負担）

応募締め切り：2013年11月８日（金） 必着>

応募方法：Webより募集要項・参加申込書を入手し，

必要事項を記入の上，事務局宛送付

主催：独立行政法人 科学技術振興機構

問合せ先：サイエンスキャンプ本部事務局

(公財)日本科学技術振興財団 人財育成部内

Tel：03-3212-2454，Fax：03-3212-0014

URL：http://www.jst.go.jp/cpse/sciencecamp/

camp/年）または高等専門学校（１～３学年）等に在籍

する生徒


